公衆浴場施設設備改善費補助金交付要綱
（目的）

第１　公衆浴場の施設設備の改善及び経営の安定を図ることにより、公衆衛生の維持向上に資するため、公衆浴場（公衆浴場法（昭和23年法律第139号）第２条第１項の規定による許可を受けている施設であって、物価統制令（昭和21年勅令第118号）第４条の規定により入浴料金の統制額の指定を受け、かつ、利用形態からみてもっぱら地域住民の日常の保健衛生のために利用されていると認められるものをいう。以下同じ。）を営む者が公衆浴場施設設備改善を行う場合に要する経費に対し、予算の範囲内で、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）及びこの要綱により補助金を交付する。

（補助金の交付の対象及び補助金額）

第２　第１に規定する補助金の交付の対象となる経費は、公衆浴場の施設設備のうち次の表の左欄に掲げる施設設備を改善する場合（次項に定める場合を除く。）に要する経費とし、これに対する補助金額は、当該経費の３分の１に相当する額以内の額とする。ただし、補助金額は、同表の左欄に掲げる設備ごとに同表の右欄に定める額を限度とし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

	対象施設設備
	補助限度額

	ふろがま
	90万円

	ろ過機
	50万円

	温水器
	40万円

	重油燃焼装置
	20万円

	燃焼器
	10万円

	煙突
	20万円

	給湯給水配管、カラン、シャワー、浴そう、洗場、鏡、暖房設備及び脱衣室
	70万円

	手すり（浴槽の周囲、トイレ等その他の施設に設置するもの）
	10万円

	滅菌器
	10万円


２　次の各号の一に該当する施設設備の改善は、補助事業の対象としない。

　(1)　施設設備が減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を経過していない場合。ただし、天災地変その他の事由により知事がやむを得ないと認めたときは、この限りでない。

　(2)　施設設備の１件あたりの補助額が５万円未満の場合。
（提出書類及び提出期日）

第３　この補助金の交付申請、補助事業内容の変更又は中止若しくは廃止及び補助金の請求に当たっては、別表のとおり申請書又は請求書を提出しなければならない。

（申請書の取下期日）

第４　規則第８条第１項に規定する申請の取下げ期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日から起算して15日以内とする。
（立入検査等）

第５　知事は、予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。
（帳簿等の整備）

第６　補助事業者は、補助事業の経理について他の経理と明確に区分して帳簿及びすべての証拠書類を整理し、その収支の状況を明らかにしておくとともに、これらの帳簿を補助事業が完了した日の属する事業年度の翌年度の４月１日から５年間（当該補助事業により取得し、又は効用の増加した財産に係る処分の制限期間が５年を超える場合にあっては当該処分の制限期間）保存しなければならない。
附　則

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。
　　　附　則

１　この要綱は、平成27年４月1日から施行する。

２　この要綱による改正後の公衆浴場施設設備改善費補助金交付要綱の規定は、平成27年度以降の予算に係る補助金から適用する。
　　　附則
　この要綱は、令和３年９月30日から施行する。
	別表（第３関係）

	条項
	提出書類及び添付資料
	様式
	提出部数
	提出期日

	規則第４条の規定による書類
	公衆浴場施設設備改善費補助金交付申請書

１　事業計画書

２　収支予算書

３　その他知事が必要と認める書類
	第１号

第２号

第３号
	１部

１部

１部
	別に定める。

	規則第６条第１項第１号、第２号及び第３号の規定により承認を受ける場合の書類
	公衆浴場施設設備改善変更（中止、廃止）承認申請書
１　事業計画書

２　収支予算書
	第４号

第２号

第３号
	１部

１部

１部
	当該事業の変更（中止又は廃止）を行う日の14日前まで

	規則第13条第１項の規定による書類
	公衆浴場施設設備改善費補助金請求書

１　実績報告書

２　収支精算書

３　その他知事が必要と認める書類
	第５号
第２号

第３号
	１部
１部

１部
	補助事業を完了した日から15日を経過した日又は当該年度の３月14日のいずれか早い日まで


様式第１号（別表関係）

第　　　　　号

年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　　　　様

住　　所

氏　　名　　　　　　　　

法人にあっては、

その名称、所在地

及び代表者の氏名
公衆浴場施設設備改善費補助金交付申請書

　　　年度において、公衆浴場施設設備改善費補助金の交付を受けたいので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を申請します。

金　　　　　　円

様式第２号（別表関係）

事業計画（実績報告）書
	施設設備の

名称
	改善前
	改善後
	施設設備
改善事業費

(A)
	補助
対象額

(A)×1/3
	補助
限度額
	補助に

要する

経費
	工期

	
	形式・

規格
	設置
年月
	形式・

規格
	
	
	
	
	

	
	
	　年　月
	
	円
	円
	円
	円
	着工予定(着工)年月日

完了予定(完了)年月日
	　年　月　日
　年　月　日

	
	
	　年　月
	
	
	
	
	
	着工予定(着工)年月日

完了予定(完了)年月日
	　年　月　日
　年　月　日

	
	
	　年　月
	
	
	
	
	
	着工予定(着工)年月日

完了予定(完了)年月日
	　年　月　日
　年　月　日

	
	
	　年　月
	
	
	
	
	
	着工予定(着工)年月日

完了予定(完了)年月日
	　年　月　日
　年　月　日

	
	
	　年　月
	
	
	
	
	
	着工予定(着工)年月日

完了予定(完了)年月日
	　年　月　日
　年　月　日

	
	
	　年　月
	
	
	
	
	
	着工予定(着工)年月日

完了予定(完了)年月日
	　年　月　日
　年　月　日

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注１　事業計画書の場合は見積書の写しを、実績報告書の場合は請求書の写しをそれぞれ添付すること。

　　２　補助に要する経費欄には、補助対象額欄及び補助限度額欄に記載した額のいずれか低い額を記載すること。　　　　　　　　　　　

様式第３号（別表関係）

収　支　予　算　（　精　算　）　書
１　収　入

	区分
	予算額
	（　精　算　額　）
	備　　　　　　考

	県補助金
	円
	円
	

	自己資金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	その他
	
	
	

	計
	
	
	


２　支　出

	区分
	予算額
	（　精　算　額　）
	備　　　　　考

	公衆浴場施設設備

改善費
	円
	円
	


様式第４号（別表関係）

第号
年　月　日
　岩手県知事　　　　　　　　　様

住　　所

氏　　名　　　　　　　　

法人にあっては、

その名称、所在地

及び代表者の氏名
公衆浴場施設設備改善変更（中止、廃止）承認申請書
　　　年　　月　　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金の交付の決定の通知があった公衆浴場施設設備改善費補助金に係る事業について、次のとおり変更（中止、廃止）したいので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて承認を申請します

理　由

注）　添付書類は、変更前と変更後を容易に比較対照できるように、変更に係る部分についてのみ変更後を括弧書きで上段に記載すること。

様式第５号（別表関係）

第号
年　月　日
　岩手県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

氏　　名　　　　　　　　

法人にあっては、

その名称、所在地

及び代表者の氏名
公衆浴場施設設備改善費補助金請求書

　　　年　　月　　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金の交付の決定の通知があった公衆浴場施設設備改善費補助金に係る事業が完了したので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて次のとおり補助金の交付を請求します。

金　　　　　　　　円

